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国際平和構築の課題とアジア諸国の平和協力のあり方　シリーズ 第 2回

南スーダンの平和構築：国際的現状と課題
― 前南スーダン日本国大使　紀谷昌彦氏　インタビュー ―

聞き手　廣野美和（立命館大学国際関係学部准教授）

今回は本シリーズ第 2回として、前駐南スーダン日本国大使の紀谷昌彦氏に、国際平和構築

の現状と課題そのものについてインタビューを行った。シリーズ第 1回で掲載した同氏による

国際地域研究所での講演は、南スーダンの平和構築における日本の役割に注目した議論が展開

されたが、今回は日本だけでなく、国際社会の平和構築への取り組みのあり方とその課題につ

いての議論が行われた。国際平和構築の問題点についての多くの議論は現場から離れたところ

で行われることにより、元々の問題点のニュアンスが消失し、ひいては誤解を生み出すことも

多々としてある。しかし、紀谷氏による分析は、現場を熟知している方で なければ わからない 

非常に貴重なもので ある。本インタビューでは紀谷氏の大使としての個人的な経験から始まり、

邦人の国外退避、国連平和維持活動、人道援助、治安問題、経済開発、紛争仲介、東アジア諸

国の協力関係について伺った。

✴ ✴ ✴ ✴ ✴ ✴ ✴ ✴

廣野　まずは、大使ご在任中の個人的な視点・感想について伺います。前回のご講義の中では、

南スーダンの紛争に関連した主要な出来事について触れて下さいましたが１）、特に日本外交と

の関連では、大使ご在任中、どのような主要な出来事がありましたか。勿論、2017 年の自衛隊

の撤退は大きかったと思いますが…。

紀谷　簡潔に申し上げると、着任したのが 2015 年 4 月末で、それからほぼ 1年の間は大きな

動きがありませんでした。日本との関係で特に課題となったのは、2016 年 7 月のジュバ衝突、

2016 年 11 月に新任務付与を受けた自衛隊の部隊の到着、2016 年 12 月 23 日の安保理制裁決議

案の採決２）、2017 年 3 月 10 日の撤収発表と 5月末までの撤収でした。自衛隊の新任務付与と

撤収に際しては、政府の要人、防衛大臣や総理補佐官が南スーダンを来訪したということがあ

りました。
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廣野　2年半のご在任中に最もご苦労されたこと、印象に残っていること、ポジティブな面と

ネガティブな面での両方お教えください。

紀谷　一番印象深かったことは、やはりジュバ衝突への対応です。ジュバ在留邦人の国外退避

は本当に気が抜けない仕事で、無事安全に日本人が退避できたことは本当に良かったと思いま

す。また、ポジティブな面として、日本の一連の支援が非常に高く評価されたことを実感しま

した。目に見えてそれが示されたのは、講義では言い損ねましたが、着任して 1年ぐらい経っ

た時に、ジュバ大学から名誉博士号を授与されたことです。これは日本の開発に関するアプロー

チを評価してのものです。当時の情報はウェブサイトに掲載していますし、南スーダン通信の

中でも言及しておりますので、読んでいただけると出てきますが、良かったと思います３）。

もう一つ良かったことは、2017 年 2 月に大統領の議会演説が行われましたが、その中で日本

について、私の名前にも言及しながら評価されたことです４）。これは国民対話支援や制裁決議

をめぐる議論の中で日本が果たした役割について評価されたものです。政府から評価されるこ

とは、反政府から見ると批判の対象になり得るわけで、難しい面はあります。しかし、政府は

「国民統一暫定政府」でもありますし、政府としっかり関係を築いてよりよい政策をとっても

らうことは、反政府勢力も含めて万人の利益なので、非常に良かったと思います。以上 2点は

明らかに、他国と横並びがある中で、日本が特出しで評価された。それは良かったと思います。

ネガティブなことはあまり考えません（笑）。様々な課題を乗り越えられたという意味では、

あまりネガティブなことはないですね。

廣野　今、仰ったことの中からいくつか質問があります。邦人の国外退避、いわゆる NEO

（Non-combatant Evacuation Operations）は国際的にも非常に重要な課題です。リビア内戦

が始まった際は、NEOを通した国際協力が行われたということが研究や報道にありました５）。

また、2017 年 10 月には NEOに関する国際軍事演習も行われています６）。2016 年 7 月のジュ

バ衝突時に邦人の国外退避をする際、国際協力、例えば日本が他の国籍の方を助ける、あるい

は外国の軍隊なり大使館なりが日本人を助ける、そういったことは南スーダンでも行われまし

たか。

紀谷　日本人を他の国で手配した航空機で退避させることも、他の国の人たちを日本が手配し

た航空機で避難させることも、どちらの可能性も追求しました。ただ結果的には、いずれも必

要になりませんでした。もちろん、日本人の国連職員が国連の手配した航空機で退避したとい

うことはありましたし、それをどう考えるかという点はあります。事件が起きた当初から、ア

メリカはじめ関係国と連絡を取り合って、退避が必要な邦人のリストを取りまとめ、情報交換

をしながら、他国の航空機でも逃げられるような可能性を追求しました。結局、JICAの側で
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手配した救援機が比較的早い段階でジュバに来たので、それで大部分を退避させました。

実際の退避オペレーションは 7月 13 日に、日本人及び日本の国際協力事業で活動している

外国人を、日本の関係者ということで退避させました。あと、JICA機の手配のタイミングが

最後まで確実ではなかったので、翌日の 7月 14 日に、別途日本から来て待機していた自衛隊

の C-130 輸送機が、退避支援オペレーションを終えた大使館員数名を乗せて国外退避しました。

それに他国の人たちも乗せられる余席があり、関心を寄せていた国も一部あったんですが、そ

の時点で相当落ち着いてきたこともあって、やはり自衛隊機による退避はいらないという連絡

があり、結果的には乗せる必要がありませんでした。

廣野　こういった非伝統的安全保障問題において、国際協力を進めていくべきだという話し合

いはいろいろなところであると思うのですが、今後、南スーダンで緊急事態が起こった時に、

もう少し国際連携を進めるべきだというような議論は現地では行われているんでしょうか。

紀谷　日頃、何かあったらお互い助けようということは言っていますし、そういう手配は考え

ていますが、まずは自分の国の国民は自分の国が助けるということで準備するというのが基本

です。最初からあきらめてということはなく、基本的には自国自身で手配しつつ、他の可能性

も並行して追求していました。

廣野　何人ぐらいをどこに退避させたのですか。

紀谷　7月 13 日に約 90 人を、JICA機でジュバからナイロビに退避させました。翌日は数人

の大使館員を、自衛隊 C-130 輸送機でジュバからジブチに退避させました。

廣野　ありがとうございます。では次に国連平和維持活動（PKO）について伺います。近年、

国連 PKOの限界について様々なところで議論が行われています。特に 2016 年 7 月にジュバで

起こった戦闘をめぐっては、PKO部隊が NGOからの保護要請に十分に対応できず、国連の

内部調査の結果、ケニア人司令官の解任へと至りました７）。南スーダンでは PKOのマンデー

トとして、文民保護、人権に関するモニタリングと調査、人道支援ができる環境作り、和平協

定の実施支援の 4つが任務として規定されていますが８）、実際に紛争が起こっている最中に、

これらの非常に野心的なマンデートを果たしていくというのは、ほぼ不可能ではないのかと批

判されています９）。このような紛争地域における PKOの限界に対する議論に直面する中で、

南スーダンでの PKO活動は存続すべきとお考えでしょうか。

紀谷　はい。効果的に運用されていると思います。安保理でも議論されていますが、国際社会



20 紀谷　昌彦：南スーダンの平和構築：国際的現状と課題

としてのコストとベネフィットのバランスを考えながら、できる最大限のことに取り組んでい

ると思います。国によって考え方は違うと思いますが、日本も安保理に入って議論に参加し、

日本としても後押しできる結論になるよう議論に貢献してきました。確かに、マンデートを一

方で付与しておいて、その実施に必要な規模の兵員を派遣していないではないかという指摘は

あると思います。ただし、マンデートの実施は、可能か不可能かという二者択一ではなく、当

然ながらその中間があります。全てにおいて完全に充足されるということはあり得ないわけで、

派遣可能な兵員を最大限に活用して、最大限の効果を上げつつリスクを最小化することはでき

る。そういう意味で、国連事務総長特別代表（SRSG）を中心に現地でそういう努力をしていて、

日本も含めて各国が、南スーダン政府に支援をしているということです。現地を見ていても、

限られた能力を最大限生かしていたと思います。

具体的には、例えばジュバの治安をとってみても、政府軍と PKOの兵力を比べた場合、政

府軍の方が圧倒的に強いので、PKOが政府軍と正面から戦って制圧するということはありま

せん。ただ、何か起きた時に現場で実力をもって阻止、保護することで、抑止効果なり、緊急

対応効果は十分にとれるし、それ以上の問題が起きる場合には、それが明らかになるという警

報効果があり、そのために必要な実力は十分あると思います。ジュバだけをとってみると、例

えば文民保護（POC）地区でトラブルが起きた時、つまり外から武装グループが入って来たと

か中で騒動が起きたとかした時に、国連 PKOが自ら POC地区内の治安を確保していますが、

政府の治安機関と連携しながら対応しています。実態上は、国連がしっかりと関与して、政府

の治安機関と国連 PKOという治安組織が意思疎通して協力することによって、政府と国際社

会の信頼醸成を増進するということに大きな意味があります。それによって、国際社会として

望ましいと思う行動を政府の治安機関がとっていく。逆に望ましくない行動をとった時に、そ

れに対して国連として一定の抵抗ができます。そこを確保しておけば、厳しい環境の中でトラ

ブルは避けられるし、漸進的な改善は期待できるということかと思います。

廣野　信頼醸成に関してもう少し伺わせてください。現地政府と国際社会との信頼醸成につい

て話してくださいましたが、政府の人ではない一般の人々、文民と呼ばれる人たちにとっては

どうなのでしょうか。国連が文民保護や人権に関するモニタリングといった野心的なマンデー

トをもって現地に入ったにも関わらず、現実の状況では任務の遂行が難しい。これは、無理な

期待を抱かせただけで、むしろ国連の信頼を落とすような逆効果を生むのではないかという指

摘をよく聞きます 10）。それに対してはどのようにお考えですか。

紀谷　必ずしも正当な批判ではないように思います。南スーダンの国連 PKOは、文民保護の

ために一定の成果を上げていました。国連 PKOの文民保護のマンデートについて、勝手に過

剰な期待しておいて、勝手にそれができないから駄目だと言われても、そもそも勝手に過剰な
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期待をしたことが悪いのではないですか、ということだと思います。期待を抱かせ得るのでそ

もそもやめた方がいいという主張であれば、やめた場合のデメリットは相当大きいと思います。

誤解があるのであれば、誤解を解いた方がベターだとは思いますけれど、誤解されるからそも

そもやらない方がいい、というのは暴論ではないでしょうか。国連 PKOがいるだけの効果は

十分上げています。

廣野　このような批判自体は南スーダンにいらっしゃった時にお聞きになったことはあります

か。

紀谷　あまり聞かないですね。逆に現地にいると、何が可能で何が可能でないかは分かってい

るので。

廣野　そんな過剰な期待は最初から抱かない。

紀谷　実態が分かっているからです。そういう議論は、分かっていない人が頭の中で勝手に論

理を構築して、議論のためにする議論だなという印象を持っています。むしろ、現地で

UNMISSに対する批判があるとすれば、南スーダン政府からの批判ですが、お金をつぎ込ん

でいる割には、POC地区に籠っているばかりで、道路整備とか目に見える貢献をしていない

のではないか、という批判はあります。

また、南スーダン国民一般からすると、単にもっとやってくれればいいな、政府が信頼でき

ない中で、代わりにやってくれればいいな、という期待は当然あります。ただし、それは無い

ものねだりであって、そういう風に思う人はいるのでしょうが、それがその国にとって望まし

いのでしょうか。少なくとも南スーダン政府としては、ジュバ市内とか国内の治安を政府軍・

警察ではなく UNMISSが代わりにやるというのは到底受け入れられません。南スーダン国民

が期待するのは勝手ですが、国際社会としてもお金が掛かってなおかつ先方政府、治安機関が

望まないことをどしどしやることはあり得ないように思います。

廣野　では次に人道援助について伺います。ご講義でも国際赤十字委員会（ICRC）の人道援

助について言及されていて非常に興味深かったのですが 11）、内戦状態にある地域で中立・公正・

独立・人道の 4原則を保ちながら人道援助を行うことの難しさとその課題についてはどのよう

にお考えでしょうか。クライシス・グループ（ICG）のレポートによりますと、南スーダンで

は飢餓が発生し、国内避難民も急増していて、食糧を求めて多くの文民が旅に出ていますが、

殺戮はその文民に対しても行われているため、食糧を探しに行くことさえもできない 12）。そう

いったところで行われる人道援助は、政府や反政府勢力によって戦略の一部として扱われ、敵
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地に人道支援が行き渡ることを阻害することもあります。いわゆる、援助の政治化です。

大使の視点から、国際機関、各国政府、NGOなどそれぞれが、南スーダンにおいて前述の

4原則を保持しながら人道支援を行っていくためには、どのような課題があるとお考えでしょ

うか。また実際に人道支援を行う上で最も留意すべき点はどのような点でしょうか。1つ加え

させて頂くと、ICRCは中立を守って活動していると講義で仰っていましたが、ICRCは反政

府勢力がいる地域にもアクセスできているのでしょうか。

紀谷　それはそうですし、ICRCのみならず、世界食糧計画（WFP）はじめ国連もアクセスで

きます。ただ、一部アクセスできていない場所もあります。何点か順不同で申し上げると、「政

府や反政府勢力が人道援助を戦略の一部として扱う」という表現は、国際的な議論の中でも出

てきます。具体的にこれは何を指すかといえば、人道支援で配られた物資を反政府の武装勢力

が取り上げて敵対行為のために使うので、そもそも敵勢力のところに物資が行かないようにす

る。その結果、反政府勢力の影響力が強い地域の人々が物資を入手できずに飢えてしまう。そ

ういう状況なので、住民自体が反政府勢力と袂を分かって政府の方になびくとか、政府が人道

支援物資を餌に使って住民を味方につけるとかいうことはあり得ます。人道援助を戦略の一部

として使うというのは、事実関係としてはそういうことでしょう。

そのようなことは一部では起きていますが、どこまで頻発しているかという問題はあります。

政府が治安を確保している地域で人々に人道物資を与えているし、反政府勢力が相当幅を利か

せているところでは、やはり妨害されずそれなりに人道物資が届いているというところもあり

ます。その中間で、反政府勢力の影響力が強いけれど、政府も快からず思っていて、なおかつ

そこへの物資の供給を止めるようなことができる、という状況においてこういうことが発生す

るわけです。ある意味ボーダーライン的な、双方の影響力が半ば拮抗するところでこういうこ

とが起こりますが、人道支援全体があたかもそのような状況にあるとの誤解を招くことがあり

ます。何割という数字は正確には言えないですが、例えば国連人道機関から、9割 5 分の支援

は政府勢力、反政府勢力の下で人々の元に着実に届いているという説明を受けたことがありま

した。避けなければいけないのは、こういう形で妨害されているので、そもそも人道支援は意

味がないとか、人道支援が危機に瀕しているとか、政府がけしからんから、こういう状況では

人道支援を止めるべきだとか、効率性が阻害されていて、より効率的な人道支援が実施できる

シリアに移すべきだとか、ある意味人道支援をめぐる先進国国内での政治的議論、ためにする

議論に良く使われます。例外的とまでは言わないけれど、ごく一部の地域での事象が全土で起

きているかのように拡大解釈される傾向があるということは、現場で見ていて思います。

廣野　そうですか。この議論自体は 1996 年のルワンダでの失敗によって人道支援団体が猛烈

に反省していたことで、特に国境なき医師団などが人道支援をしていたことによって、虐殺者
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を助ける結果になってしまったということから発生している議論ですよね 13）。

紀谷　Do no harmということは当然ありますけれど、実情と程度を把握する、例えばそうい

うことが 10％起きていたとして、9割の人が人道支援によって生きている時に、それをどのよ

うに改善していくか、という冷静な議論は必要と思います。現場でずっと仕事をしていて思う

のは、政府側から聞こえてくるのは、現場も知らないで実態も知らない人が批判だけして、問

題ばかり指摘するのは腹に据えかねる、という声です。少なくとも先方政府はそう思っている。

逆に先方政府も悪いことはしているので、そこには相互不信の構造はあります。ただ、悪いこ

とをしている政府と袂を分かって、国際社会が自分でずかずか入って人道支援を自らやろうと

思っても、自立にはつながらず、妨害されるし状況は更に悪化し得ます。人道支援をするため

に賄賂は認めるべきかといった問題にかかわるかもしれず、難問です。ある程度信頼関係を持

ち、相互の発想を理解し、歴史的な背景を理解し、相手の置かれた状況を思いやって、中長期

的な解決にどうやって取り組むのかという中で解決していかなければいけないと思います。

もう一つ大事だと思うのは、政府、反政府、治安要員に対する研修・能力強化の重要性です。

政府に言わせると、全国、反政府勢力の影響力がある地域も含めて、人道援助団体のフリーア

クセスを認めている、大統領がそのように宣言しているとの認識です。上層部はそういうつも

りだ、ということです。ただ、その下にいる国家安全保障局や、現場の軍の部隊の要員は、大

統領が何を言っているか、必ずしも十分な注意を払っているわけではない。司令官や将軍が昔

年の恨みがある隣の司令官のところには部下を行かせない、通せんぼをする、そういう人たち

がいるのが問題です。そういう人たちは大統領の下にあるけれど、実際上は大統領の指揮命令

が徹底されていない。大統領は口が裂けても、「彼らは僕の言うことを聞かない」とは国際社

会に対して申し開きできない立場にあります。ただし、実際には言うことを聞かない輩が沢山

いるわけです。政府としても半分手を焼いているのが、人道アクセスの問題です。それではこ

れをどうやって解決するのか。政府の人道担当省からは、治安機関の人たちは僕たちの言うこ

とを聞かないから、軍幹部の言うことを軍の末端が聞くように、国連としても国際人道法の教

育をしてくれとか、大統領の指示はこうなんだということを、文字が読めない末端の検問所

（Road Block）の兵士たちに教えて教育してくれと要望が来ます。

廣野　なるほど。それは必ずしも大統領が敵対意識を持っているから言うことを聞かないとい

うのではなくて、現場に言うことを聞くという能力が…

紀谷　残念ながら、意欲も能力も十分でない中で、どのように取り組むかという問題がありま

す。今言ったのは政府側の話で、もちろん大統領に敵対している反政府側の人たちにも同じよ

うな問題があります。そういう意味で、トップと末端の間の分断を、どうやって中長期的に改



24 紀谷　昌彦：南スーダンの平和構築：国際的現状と課題

善していくのかが課題です。

とは言いながらも、実は下の人たちが頑張って止めてくれるとありがたいなと上の人たちは

思っているかもしれない。黙認をしているという面も皆無ではないでしょう。本音と建前の違

いはあるかもしれませんが、仮に建前であっても、大統領が全国フリーアクセスだと言ってい

るのであれば、それを実行してもらおうと国際社会として協力するのが一つの道です。国際社

会としても手伝うから、南スーダン政府上層部もきちんと書面で指示を出してくれと。そうし

たら、その書面を末端のところまで届けるのは手伝う、というアプローチです。ただし、政府

上層部は末端の検問にいる兵士たちを強化したいと思っているだけかもしれないので、支援を

行う場合には注意が必要です。

廣野　そういうことを治安部門改革の中でするべきという議論は起こっているのですか。

紀谷　話はそこまで行っていません。治安部門改革自体が、まだ緒についていません。そもそ

も政府軍の中でいろんな民族がいて、民族の偏りがあるので、もう少し少数民族を入れるべき

じゃないかというような、根本的な問題が残っています。今言ったような話は、既存の治安組

織と人道組織のインターフェースをどうやって改善するかという話なので、個別論です。

廣野　PKOに関する質問の最後に、より根本的な質問をさせてください。今の平和構築を見

ると、国作りの根幹に関わる事業そのものを PKOが担っており、また、マンデートも国連憲

章第 7章によって PKO部隊が軍事力を含むあらゆる手段を行使することを許可されています。

このことにより国連 PKO活動が不介入原則をかなり柔軟に解釈した上での活動になっている

ということが言われています 14）。不介入原則を実際の活動の中で遵守していくこと、スーダン

政府の主権を尊重したうえで平和構築を行っていくことは、どの程度可能なことであり、困難

なことなんでしょうか。

紀谷　むしろ、成功するには不可欠ではないかと思います。現場で使われた用語は neutrality

（中立）ではなくて impartiality（不偏）です。政府と反政府がいて、どちらにしても常識的

に悪いことをしたら国連は impartialに対応する。どちらにも与しない neutralではない。

impartialであるということと政府と協力するということは矛盾しないということだと思いま

す。そういう意味で、国連は安保理でも分かってもらった上で、impartialな介入なり支援を

実行していく。それは脆弱な政府のもとで国際社会が支援をしていくうえで不可欠だと考えま

す。

廣野　ありがとうございます。続きまして、経済発展と開発支援について伺います。南スーダ
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ンは原油が豊富にある国ですので、紛争が沈静化することが経済発展の出発点になると思うの

ですが、南スーダンの石油投資に関しては特に中国の役割が注目されています。中国による油

田開発は南スーダンの平和構築に対してどのような役割を果たすと思われますか。また、中国

の油田開発そのものも、紛争によって大きな被害を受けており事業がとん挫しているという情

報もありますが 15）、中国企業の南スーダンにおける役割や現状についてのお考え・評価をお聞

かせください。

紀谷　まず南スーダンの原油生産は重要です。最新統計はなかなかとれませんが、以前、外貨

収入の大部分が原油収入という統計もありました。ただ、経済全体をとってみると、原油生産

だけではなくて農業はじめ他の産業も重要で、そちらの開発も だと思います。

原油については、中国だけでなくマレーシアとインドも投資をしており、この 3ヶ国が南スー

ダンと一緒に原油開発に取り組んでいます。油田はユニティ州とアッパーナイル州の 2ヶ所に

大きなものがあります。ユニティ州の方は完全に停止しています。アッパーナイル州にパルー

チという都市があり、ここが細々と出しています。日量は最大 36 万バレルだったのが、今は

12 万バレル程度。もっと少ないかもしれないぐらいで、それも徐々に減っているというのが現

状です。主に関わっているのは中国ですが、インドとマレーシアもどちらかにそれなりに関わっ

ていて、交渉は一緒にやっています。ただ、去年の始めに 4者間で合意が結ばれて、（投資）

回収期間が延長されました。原油の価格はまだ下がったままで、徐々に上がってはいますが、

生産に要する経費を販売収入で回収できる価格（break-even point）にはなかなか至らないと

いう話も聞いています。今の石油価格では、もっと投資をして生産しても儲かりません。南スー

ダン政府としては唯一の税収源なので、民間企業にはぜひ投資して生産量を増やしてくれとい

う圧力なり要請を強くしています。これに対して、企業の側としては、生産・輸出しても高い

価格で売れないのであれば、投資額に比して損してしまうので増やすことはできないとの立場

です。

廣野　投資をしても儲からないというのは、原油の価格が下がったからですか、あるいは、内

戦があるからですか。

紀谷　両方あります。治安が悪いと、資材を動かすにしても工事をするにしてもお金がかかり

ます。投資額に見合った分だけ回収できません。その辺は実際にどういう計算かは分かりませ

んが、治安が悪くなって生産設備が破壊されたとか、止まって目詰まりしちゃったとか、ユニ

ティ州の方はそういう状況なので、状況を調べて改修し、生産を再開するところから始めなけ

ればいけません。アッパーナイル州の方も油田を新しく作らないと生産が徐々に減少すると聞

いています。南スーダン政府の税収は平和構築の生命線であり、仮に政府収入が無くなると、
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給料をもらえない兵士、警察官の統制がとれなくなる恐れがあるので、中国に言わせれば、企

業が損をしながら政府が収入を上げているというのは、中国の最も大きな南スーダン平和構築

への貢献であるという理屈になります。

ただ、本来は、国の富の源泉は原油だけではありません。まずは農業。水も沢山あるし、土

地も沢山あるし、家畜もたくさんいるし、川もあります。原油はあるけれども、以前はそれが

なくても国民は生活できていました。それにもかかわらず、今は食料安全保障が危機に直面し、

人口の半分近くが困っている状況です。まず食料、農業生産を発展させ、それに関連するアグ

ロビジネス、加工をやることが大事だと思います。それを効果的に行うために治安を改善し、

道路とかインフラを改善し、投資も増やしていく。灌漑もしていく。あとは分断されている流

通のためのネットワークを拡充し、職業訓練を行うことも重要です。

廣野　投資と平和の関係について考える際、中国による油田投資と平和との関係はやはり重要

で、私自身の研究でも注目しているテーマの一つです。2011 年に南スーダンが独立する前、南

部スーダンで中国が行なった油田開発が平和を阻害したということが言われています 16）。南部

に存在する油田から採掘した石油収入がほとんど北部、つまりスーダン政府に流れてしまい、

その収益によって北部スーダンが南部との軍事資金とする。これにより、独立前は南部スーダ

ンの人たちが中国に対する敵愾心を抱いていたということが研究で明らかになっています 17）。

ロンドンにある国際 NGO、Saferworld も、中国の石油会社の「紛争配慮（conflict 

sensitivities）」の重要性について訴えています。つまり企業活動が意識的ないし無意識的に紛

争のダイナミクスに影響を与えてしまうことを認識し、その影響を配慮した形の投資活動を行

うことの重要性に対する認識を高めようという活動をしています 18）。このような配慮が行われ

ないと、反政府軍の立場から見れば、中国企業によるが投資・経済活動は、内戦中の政府収益

に繋がっており、中国の活動そのものが平和を阻害しているとみなされてしまいます。2011 年

以前には、南北スーダンの文脈でこの問題が指摘されていたのですが、このようなことは、現

在、南スーダン内戦の文脈でも繰り返されているのでしょうか。

紀谷　まず、Saferworldは、地方における反政府勢力、武装勢力に関する良い研究をしてい

ました 19）。ご質問にお答えすると、中国の企業の政策がどうこうという話は別として、南スー

ダンの地で生産されている原油は大きな収入源であり、そのお金が政府に流れると政府は潤う

し、反政府勢力はそれを妨害すると政府にダメージを与えられるという構造はあります。そう

いう攻撃をする反政府勢力に対する攻撃をしようという動因も働きます。政府と反政府の対立

の焦点に油田がなることもあると思います。

廣野　構造的にそうなっているんですね。
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紀谷　あと、もう一つ留意すべきことは、生産された原油の収入のうち、地元に何割行きます、

政府に何割行きますといった割り振りはありますが、そこから先の金の使われ方が課題です。

中長期的な国家の発展のためには使われないかもしれません。その関係では、東ティモールの

ように原油収入を透明性のある形で基金に入れ込み、何十年も掛けて開発に使うというような

形もあり得ます。東ティモールの場合、合意したのは指導者の卓見でしたし、国際社会も気持

ち良く支援ができました。他方で、南スーダンの原油収入が国のためではなくて衝突を起こす

ために使われるということになってくると、とてもそういう指導者がいる国にお金をつぎ込み

たいと思う先進国もなくなってきます。まずは公共財政管理を強化し、石油収入を透明、公明

正大にして、国民のために使うチェック機構を整えるということに、南スーダン政府がしっか

り取り組めば、そこから次の道が開かれます。その意味で、公共財政管理は極めて重要であり、

経済発展とガバナンスは関係しているということです。

廣野　ではその衝突の根源に対処しようとする、紛争仲介に関して伺います。昨年（2017 年）、

地域周辺諸国の政府間開発機構（Intergovernmental Authority on Development; IGAD）が

南スーダン紛争の仲介の場としてハイレベル再活性化フォーラム（High Level Revitalization 

Forum; HLRF）を設けましたが、先月（2017 年 12 月）のアディスアベバでの会合で、紀谷大

使が紛争解決へ向けてされたスピーチを拝読いたしました 20）。そこで、IGADの仲介の役割の

重要性について述べていらっしゃいましたが、特にご講義でも仰っていた、南スーダン紛争当

事者同士の敵対行為停止合意に関連して、IGADの役割と課題についてご評価をお聞かせ頂け

ますでしょうか。

紀谷　まずスピーチの関係で話したいのが、去年 9月に力を入れて 2本スピーチをしているの

で、それをよろしければ読んでいただけると嬉しく思います。1個はジュバ大学で、もう 1つ

はエボニー・センターでの離任スピーチです 21）。エボニー・センターのスピーチは、南スーダ

ンでの平和と開発を日本として支援する政策についてで、仲介も含めた、国民対話も含めた支

援について。ジュバ大学のスピーチは、日本の開発経験と南スーダンへの意味合いというもの

で、それぞれ万感の思いを込めてやったスピーチです。

それで、IGADによる仲介の意味合いですが、エボニー・センターのスピーチでも触れてい

るとおり、当時も今も、目立つものでは 3つの平和への取り組みが進んでいます。1つはハイ

レベル再活性化プロセス、2つ目は国民対話プロセス、3つ目は SPLM再統合プロセスです。

1つ目の IGADのプロセスは、IGADが主導しつつ AU、国連、トロイカも含めて国際社会

全体が後押ししながら、全当事者を一堂に会させて、衝突解決合意の実施を進めるというもの

です。敵対行為をやめるというのが大前提で、その上で疎外された反政府で戦っている人たち

を、何らかの形で政府を支援する取り組みに入ってもらうことを目指しています。閣僚ポスト
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の再配分ということになるのか、選挙が実施されるまでは黙って治安悪化の企てをやめること

になるのか、そこは話し合い次第ですが、南スーダンの国民なので、せめて選挙をして出た結

果を受け止めようという、南スーダンの当事者を中央レベルで合意させるというのがこの取組

です。これに対しては、南スーダン政府が常に若干の猜疑心を抱いています。政府としては、

Peace on our ownで進めたい。しかし、南スーダン国内では敵なしでも、エチオピアはじめ

IGADとか国連とかトロイカ、アメリカも含めて兎角外にいる仲介者には、反政府の声、苦情

が集まりやすい構造があります。外からの仲介者の力を得て、反政府勢力は南スーダン国内で

の影響力以上のメリットを得るかもしれません。

政府としては、国民対話を通じて、本当に草の根に耳を傾け、国外の反政府勢力が言ってい

ることが正しいのか検証してみようとの立場です。それぞれのコミュニティ、民族同士の対立

は、全部事細かに話を聞いて対処して、それぞれに便益を与えれば、最後は国全体がまとまっ

て平和になる。むしろ平和を阻害するのは、海外に逃げてあれこれ反乱をさせようと指図をし

ている外野のせいではないか。実は現場の草の根の人たちは、不満は不満であるにせよ、外野

の人はその不満を活用して中央でお金を取りたいだけであって、地方の不満分子をけしかけて

いるのではないか、という議論です。

これは、単に政府の戦術というだけではなく、実はそれなりに正当な要素はあるように思い

ます。海外にいる反政府勢力が権力配分に合意したとしても、現場の不満は必ずしも無くなり

ません。大事なのは、上での反政府勢力を納得させるだけでなく、現場の声なき声を聴いて、

それにどう対処するかの中身を考えることです。騒いでいる人たちも、そっちに入って行って、

異論があるのだったらアディスアベバじゃなくて住民と話をして、住民のために一緒に問題解

決のために汗をかこう、という方が筋として正しいのでしょう。いずれにしても、キール大統

領とマシャール氏の和解だけでは十分ではありません。現場の民族間、ローカルレベル、コミュ

ニティレベルで地元の人達と対話をしないと解決しません。

日本が国民対話を支援しているのは、南スーダン政府としても正当な議論を展開しており、

政府と信頼関係を築いて、より融和的な政策をとってもらう契機にもなるからです。国民対話

はそれなりに筋が通っているし、世界的に見ても多くの国で成功している。それに対して、ト

ロイカなどは、政府の口車に乗って国民対話をやれば、政府は免罪符を終えて、反政府勢力の

反対を押し切って選挙に訴え、居座り続けるのではないかと心配しています。国民対話を支持

すると危ないと言うことでハンズオフの立場です。しかし、そうは言ってもハイレベル再活性

化プロセスだけでは不十分ではないかと国連は見ているし、日本もそう見ています。そこは、

日本として再活性化フォーラムも国民対話も支援する。国民対話は再活性化フォーラムに資す

るものだとトロイカに説明し、国民対話だけでは平和は実現できないと南スーダン政府にも

しっかり言っています。そういう意味で、日本は南スーダン政府とトロイカの間に入って、な

すべきことが実現するように、行動で示し、お金も出し、発言もし、政治力も行使しています。
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廣野　このアプローチに賛同しているのは日本と国連だけですか。

紀谷　ドイツが最初は賛同していました。去年の 2月の大統領スピーチとか、7月 9 日の大統

領の独立記念メッセージを読んでも、「日本とドイツ」って言っています。大使館のフェイスブッ

クには、私とドイツの大使がみんなと並んでいるものも掲載しています。

廣野　現地の人々は、国際機関や外国政府に関して、どのような支援を期待しているのでしょ

うか。今、仰った、国民対話の話とかぶると思いますが、平和構築の研究の多くが、これまで

の国際平和構築が、いわゆる「上から」の政策形成であり、現地の人々の視点を中心とした「下

から」の政策形成を軽視してきたという批判をしています 22）。このような批判は現在の南スー

ダンの支援状況に対してどのような示唆を与えるものなのか、あるいは不当な批判なのか、ど

のようにお考えでしょうか。

紀谷　国際平和構築が上からの政策形成であるというのは、そういう面は見られるのかなと思

います。一言で言うと、上からの政策形成はやむを得ない面があるけれども、徹頭徹尾それだ

けで進めて上手くいくものでもないので、下からの積み上げも大事だと思います。下からの積

み上げには 2つあり、1つ目は政治的参画の確保。2つ目は経済的な下支えの実現です。両方

に取り組まないと、結局足元をすくわれるというか、上の方の脆弱な合意も崩れてしまいます。

根本的な紛争要因なり、足元の対立要因をいかになくしていくかというところに、十分な配慮

や取り組みは必要だと思います。

その関係で、現地では、独立当初の段階で、国民意識の醸成と政府能力強化のための努力が

十分ではなかったとの反省の声を耳にしました。2011 年に独立したけれど、その時点で結構現

場の足元が危ない、すなわち上の政治家を無理やり一緒くたにしただけであって、その政治家

が共に協力しながら歩んでいくことを可能にする下部構造が手当されていなかったのではない

か、結局、それで分裂が 2回繰り返されてしまったのではないかとの反省です。国際社会とし

て、それを最初から先読みして、国民意識の醸成と政府能力強化に本格的に取り組んでいたら、

こんなことにはならなかったのではないか。その後財政状況も大幅に悪化して、彼らが持って

いた外貨準備も無くなってしまった。後の祭りですけれど、最初に資産がある時に、それをしっ

かりと管理しておけばよかったのにとは言われていました。

廣野　最後に、南スーダンの平和構築における東アジアの国々の協力関係について伺います。

これまで現地では、日中韓による協力関係はどのようなものがありましたでしょうか。

紀谷　中国は PKOを 1000 人出しています。大きな貢献だと思いますし、人道支援とか、保健
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分野とか食料支援とかも行っています。韓国はボルに PKOの施設部隊を出しています。地元

の住民との連携も含めて、PKOに関連した人道支援もやっています。韓国の南スーダンの和

平に対するそれ以上の貢献については、あまり耳にしていません。ただ、1人元牧師さんが、

南スーダンの北部の小さな町でずっと貢献していて、癌で亡くなったというのがあって、彼の

美談が南スーダンの教科書に載る方向で準備中ということです。日中は、PKOの中では非常

に協力していて関係は良かったですし、日本の施設部隊の活動に対して、中国の部隊から協力

を得たこともあると聞いています。セクター司令官とか軍事司令官代行を中国が担ったことも

あります。国連のオペレーションの一環で、両国が肩を並べて取り組むことは、自衛隊と中国

の軍隊の相互理解に資することにもなります。韓国との交流もお互いにメダルパレードとか、

色んな行事に相互に出席しています。そういう意味での防衛交流的なものが現場レベルで行わ

れているというのは、日中韓の現場レベルでの相互理解、協力を作るうえで、1つの良い話だ

と思います。

廣野　長時間、大変貴重なお話をありがとうございました。
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